



















世紀後半から戦間期にかけて時代を追って分析することを通じて、 「私」 ・「公」 ・『共」各セクター聞
の競合もしくは補完関係を追求し、市街地形成における公的介入の意義を明らかにしている。
論文全体は 7章から構成されている。以下、各章毎に少し詳しく紹介する。序草は、都市計画、土地・
住宅政策に関する地理学および隣接分野の先行研究を検討し、本論文の位置づけを行ったものである。
第l章「近代ドイツにおける都市計画概念の発展とその市街地形成への影響Jは、 19世紀初頭から世
紀転換期にいたるドイツ都市計画概念、の発展と市街地形成との関わりを検討したものである。本章では、
『規制J(都市計画制度)、 「築造J(市街地開発と住宅供給)に関わる権限と適用区域の分析を通じて、限
られたコストで『都市建設の統制」を可能にしたドイツ式の公的介入が制度化されてきた過程を考察し、
近代化にともなう政府聞の分業の深化が、地域の実態に即したゲマインデによる都市計画規制を可能にし
たことを明らかにしている。
第H章 f近代ドイツにおける自治体土地政策の展開ーデユースブルクを事例として--Jは、自治体土地
政策が市街地形成に果たした役割を、 19世紀半ばから1920年代にかけてのテ、ユースプルクを事例に考察し、
第一次大戦後に一般行政とは独立した機関として設立された『土地基金」による土地ストック政策が、未
建設用地の売買を通じて、都市拡張地域および合併地域におけるよ地市場、住宅市場をコントロールし、
土地・住宅問題をある程度緩和させることができたことを明らかにしている。
第m章『近代ドイツにおける非嘗利住宅施策の展開ー第一次大戦までのエッセンを事例としてーJは、
第一次大戦前のエッセンを事例に、様々な主体による非営利的住宅供給と自治体の住宅政策の展開につい
て、当時の都市計画、都市内部構造の分化という空間的側面から考察を行い、同市の間接的住宅政策が、
土地政策、都市計画と連関しつつ実施され、後の住宅事情の改善や郊外における良好な市街地形成に貢献
した点では評価さるべきものであるが、それは中産階級に対する助成が主体であり、小住宅問題の改善に
おいては限界があったことを明らかにしている。
第W章『戦間期ドイツにおける住宅政策の展開ールール工業都市群を事例としてー」では、住宅窮乏の
中で制度化された戦間期のドイツ住宅政策の検討を通じて、その目標が民間住宅市場全体を対象としたフ
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ィルタリングによる住宅窮乏の解消にあったのではなく、第一次大戦前と岡憾に、部分的住宅市場の存在
を前提としたものであったことを明らかにしている。この時期においては、公益住宅セクターによる供給
が卓越しており、 「公」の支援を受けた「共Jが「私」を補完しているといえる。また、ルール地域の全
妻都市聞にみられる住宅事情の差異の要因は、工業化の経緯と都市の産業構造の差異、自治体の合併政策
の展開、国家の石炭増虚政策を反映した南北聞の地域格差によるものであることをも検証した。
第V章「工業化と地I副主主市場の展開ーボーフムを事例としてーJは、ボーフムの都市拡張地域を例に
とり、 20世紀初頭から戦間期にかけての建物所有者および居住者構成の変化を分析することによって都市
居住の変容を明らかにしている。郊外住宅地として急速に発展したWiemelhausen(南部)と工業ゲマイン
デHofstede(北部)との比較を通じて、両者の間にみられる市街地形成における初期条件の差や自治体に
よる建築規制の適用が居住地の分化を促進した曲も、近代ドイツにおける市街地形成の特色の一つである
ことを明らかにしている。
終正義は、全体を通して本論文で明らかになったことを整理したものである。 ドイツでは、各級政府によ
る分業と協調が介入政策の推進における重要な要素であり、住宅政策の生成期における実践からも明らか
なように、むしろ地方政府の方が当初より住宅問題に槙極的に介入し、戦間期以降そうした試みを国家が
制l変化するという過程をとった。こうした公的介入における地方政府のイニシアティヴは、分権化の進ん
だドイツ特有のものである。
また、住宅政策の発展過程においては、公益セクターの活動を通じて民間資金が積極的に活用された。
この点にも、市場との対抗ではなく共同という形で発展した「共Jの活動を包慎して制度化されてきたド
イツ式の公的介入の特色をみることができる。こうした共同こそが、英米のように『同家』対「市場j と
いう硬直した対抗・緊張関係とは異なり、ドイツにおける柔軟な公的介入の特徴となっている面を高く評
価すべきである。
英米の住宅政策が低所得者に対する公営住宅の供給を主たる目的としたものへと次第に収束していった
のに対して、ドイツの住宅政策は当初より巾席階級をターゲ、ッ卜として発展してきた。戦間期の公的介入
の主たる舞台となった都市拡張地践における「広範な国民層』向けの『良好な市街地j の形成も、現実に
は職員婦などの中産階級を対象に行われ、結果として居住地の分化を一層促進するものとなった。また、
都市拡張地域における建築規制が「良好な市街地Jの建設を誘導したのに対して、既成市街地における建
築規制はそれまでの土地利用を同定化し、強化する役割を果たした。
本論文で研究対象地践としてとりあげたルール地肢の工業都市群は、採炭・鉄鋼企業による市街地形成
に対するインパクトが非常に大きな地域である。こうした企業による「私的な都市建設Jが先行する状況
下では、都市計画や土地・住宅政策の展開も制約を受けざるを得なかった。土地市場における鉱工業企業
との競合を10避するため、自治体や公去をセクターは都市拡張地域の中でも未建設用地の多い地区での市街
地開発に甫点を置いた。
論文審査の結果の要旨
本論文の著者はこれまでの業績の中で、デユースブルクやエッセンをはじめドイツ・ルール地域の諸都
市において、近代を通じて都市計画、土地・住宅政策がどのように展開されてきたのかを、詳細な事例に
基づく敵役fな考察によって解明してきた。本論文はこれら著者の従米の個別研究の蓄横の上に、 「公」と
『共Jが市街地形成に果たした役割を時代を追って分析し、 「私」・「公」・「共J各セクター間の競合も
しくは補完関係を検討し、公的介入の意義を論じようとする意図をもって執筆されている。
近代化の過程で民間資本による私的な都市建設が先行したドイツでは、公的介入における初期条件は必
ずしも恵まれたものではなかった。そのうえ、中央レベルでも地方(ゲマインデ)レベルでも不動産所有
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者による政治支配が進み、市街地形成を誘導する効果的な施策を実施する機会はきわめて限られていた。
著者は、ドイツに関するこれまでの個別研究から公的介入における地方政府や非営利組織の役割の重要性
に着目し、公共セクターを「公」と『共」とに区分したうえで、公的介入手段を「規制」と『築造」に分
けて考察している。
論文全体は 7章から構成される。序章は、都市計画、土地・住宅政策に関する地理学および隣接分野の
先行研究を検討し、本論文の位置づけを行ったものである。
第l章「近代ドイツにおける都市計画概念の発展とその市街地形成への影響Jは、 19世紀初頭から世
紀転換期にいたるドイツ都市計画概念、の発展と市街地形成との関わりを検討したものである.本章では、
「規制J(都市計画制度)、 「築造J(市街地開発と住宅供給)に関わる権限と適用区域の分析を通じて、限
られたコストで『都市建設の統制J~可能にしたドイツ式の公的介入が制度化されてきた過程を考察し、
地域の実態に即したゲマインデによる都市計画規制を可能にしたことを明らかにしている。
第I章『近代ドイツにおける自治体土地政策の展開ーデニLースブルクを事例としてー」では、自治体土
地政策が市街地形成に果たした役割を、 19世紀半ばから1920年代にかけてのデユースブルクを事例に考察
し、第一次大戦後に一般行政とは独立した機関として設立された「土地基金』による土地ストック政策が、
未建設用地の先買を通じて、都市拡張地械および合併地域における土地市場、住宅市場をコントロールし、
土地・住宅問題をある程度緩和させることができたことを論じている。
第凹章『近代ドイツにおける非常刺住宅施策の展開一第一次大戦までのエッセンを事例として-Jでは、
第一次大戦前のエッセンにおける非営利的住宅供給と自治体の住宅政策の展開について、都市内部構造の
分化という空間的側面から検討し、岡市の間接的住宅政策が、土地政策、都市計画と連関しつつ実施され、
後の住宅事情の改蓄や郊外における良好な市街地形成に貢献したことを論じ、さらに同政策はおもに中産
階級を対象としたものであり、小住宅問題の改善という点では限界があったことも指摘している。
第IV主主「戦間期ドイツにおける住宅政策の展開ールール工業都市群を事例としてーJでは、住宅窮乏の
中で制度化された戦間期の住宅政策の検討を通じて、その目標は第一次大戦前と同様に、部分的住宅市場
の存在を前提としたものであったことを指摘している。さらにこの時期においては、公益住宅セクターに
よる供給が卓越しており、 「公Jの支援を受けた「共jが「私Jを補完していたことを明らかにしている。
第V章『工業化と地域住宅市場の展開ーボーフムを事例として一」では、住宅地の変容を工業化の進展
との関連から検討している。すなわち、ボーフムの郊外住宅地として急速に発展したWiemelhausen(南
部)と工業ゲマインテ、Hofstede(北部)における20世紀初頭から戦間期にかけての建物所有者および居住
者の属性を記載した詳細な資料などによって変容を分析し、両地区間にみられる住宅地としての性格の差
異の要因として、市街地形成における初期条件の差とそれと関連した開発主体の遭い、および自治体によ
る建築規制を指摘している。
終章は本論文で明らかになったことを整理し、さらにこれに考察を加えたものである。ここではとくに
以下の2つのことを論じた点に意義がある。①ドイツにおける公的介入の特色として、地域政府のイニシ
アティヴが重要であったこと、②ドイツでは市場との対抗ではなく共同という形で発展した「共」の包摂
による介入施策が制度化されたこと。
以上の本論文において得られた知見は高く評価されるが、とくにこれらのなかから、研究上の意義とし
て重要な点を指摘すればつぎのとおりである.
①ドイツ都市において実施されるようになった『段階的建築規制」によって、ゲマインデは土地会社の
投機行為を抑制するとともに、市内の各地区の実情に応じた市街地形成を限られたコストで誘導する手段
を獲得することができた点を指摘し、 「築造」に関しでは戦間期における住宅政策の制度化により住宅建
設に対する助成制度が整備されたことの重要性を指摘した点。
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② f公j セクター("I央政府、地方政府)の意義とともに、戦間期の公益住宅セクター(住宅協同組合、
公益住宅企業)の住宅供給の実態をたんねんな資料分析を通じて検討し、 「共j セクターによる市街地形
成の量的な成果を明らかにした点。
③ルール地域を事例として、近代ドイツの市街地形成における「私J• r公J・「共J各セクタ一間の競
合もしくは補完関係を検討し、公的介入政策の意義をつぎのように論じた点。近代都市の住宅割当てプロ
セスにおける公的介入の，意義は、介入政策がターゲットとした世帯に対してアフオーダブルな住'毛・に対す
るアクセスの可能性を拡大させることを通じて「公J • r共」セクターにとって望ましいけi街地の形成を
誘導することであ 1った。
本論文には強引な論旨の展開はなく、総じて撒密な分析と考察が認められるが、不十分な点として以下
のことを指摘できる。①当該研究課題にかかわるドイツの社会・経済史的な状況へのめくばりが不十分で
あること。②開発主体によるけi街地(住宅地)の物理的な差異と居住者の属性の遣いが十分には検討され
ていないこと、および居住地の地域分化における民間と公共の果たした役割についての議論、これらのj
点を視野に入れた研究の深化が期待される。
以上の所見により、本論文は大阪市立大学博士(文学)の学位を授与するに値するものと認められる。
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